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はじめに
奈良県広域消防組合（以下「当組合」という。）
は、管轄人口約81万人（県の約64％）、管内面積
3,361㎢（県の約90％）、14署17分署６出張所を
設ける広域消防本部である。私は、その中で
奈良県の北西に位置する高田消防署に勤務し、
火災や救急、救助などの現場対応と予防業務の
兼務体制で日々業務に取り組んでいる。

違反の覚知
令和６年９月某日、とある障害福祉施設よ
り自衛消防訓練の問い合わせを受け、調べた
ところ、当組合の防火対象物にそのような名
前の施設はなく、住所検索した結果、過去に「配
送サービスセンター」として使用されていた建
物と判明する。また、建物情報は平成20年から
更新されていなかった。実態調査前の消防署

高田川畔の桜（写真提供：大和高田市）
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保有情報と実態調査の結果については上表の
とおりである。

建物の状況
実態調査の結果、建物用途変更のほかに、増
改築が発覚。下図の赤枠内が増改築された部
分である。この増改築により、１階と２階の
間に新たに階が増え３階建てとなった。なお、
いつ、誰が増改築したのかは不明である。

賃貸状況
本物件は有限会社Ａが保有し、代表（所有者
Ａ）は入院加療中である。現在は息子（管理者Ｂ）
が賃貸管理を行う。占有者Ｃは所有者Ａが入
院前に契約をし、事業を開始したため、賃貸管
理している管理者Ｂとは面識がない。
契約上の用途は「倉庫・事務所・営業所・カ
ウンセリング」となっている。所有者Ａは障害
福祉施設としての実態を承知していたが、管理

実態調査前 実態調査後

事 業 内 容 配送サービスセンター 事 業 内 容 障害福祉施設（覚せい剤・アルコール・
ネット中毒者の回復施設）

用 途 12項イ（作業所） 用 途 ６項ハ（５）（障害者支援施設）

構 造 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺
準耐火構造　２階建て 構 造 不明（増改築により）３階建て

面 積 １階：283.1㎡　２階：288㎡
延べ面積：571.1㎡ 面 積 １階：286.25㎡　２階：141.6㎡

３階：288㎡　延べ面積：715.85㎡

消 防 用
設 備 等

消火器・自動火災報知設備
誘導灯及び誘導標識

消 防 用
設 備 等

消火器（製造年から10年経過、点検無）
自動火災報知設備（受信機無・感知器
脱落）

検 査 状 況 消防用設備等検査済証　交付済 有 窓 判 定 各階無窓

実態調査前の消防署保有情報と実態調査の結果

※実態調査後の面積は後日、工務店が図面を製図した際に判明したもの 
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を引き継いだ管理者Ｂは「倉庫等」としての利
用と誤認していた。このため、管理者Ｂと占有
者Ｃの間で用途に関する認識について乖

かいり

離が
生じている。

法令違反の特定
実態調査を行ったが、増改築により正確な
構造と面積を特定できなかった。このため、消
防用設備等の設置義務について判定が困難な
状態にあった。そこで、管理者Ｂおよび占有者
Ｃへ図面の作成・提出を指示し、その面積を根
拠として消防法令違反を特定することとした。
指導から３カ月経過しても図面提出がなかっ
たため、当建物の違反事実を当組合のホーム
ページや掲示板へ公表する旨を通告した。そ
の結果、図面が提出される。精査により発覚し
た法令違反は以下のとおりである。
【建築基準法違反】
・建築基準法第６条違反（確認申請未実施）
・�建築基準法第27条違反（耐火建築物等としな
ければならない特殊建築物）

【消防法違反】
・防火管理者未選任
・防炎物品未使用
・消火器：数量不足、製造年から10年経過
・屋内消火栓：未設置
・自動火災報知設備：受信機無、感知器脱落
・消防機関へ通報する火災報知設備：未設置
・誘導灯：失灯・未設置箇所有

奈良県建築課（以下「建築課」という。）との連
携と優先順位の決定
建築課の対応方針は、①建築基準法第12条
第５項による報告徴収により「自主的な改修を
促す」、②「使用停止命令・除去命令は行わない」
とのことである。
３者協議（消防・建築課・所有者）の結果とし
て、消防用設備等の設置を優先し、消防法令違
反の是正を先行させることにした。理由とし
て火災時の人命保護の観点から早急に消防法
令違反を是正しなければならないという思い

があったからである。

管理者Ｂ・占有者Ｃ間でのトラブル発生
是正の方向性が決まってから、管理者Ｂと
占有者Ｃは今後の改善に向けて協議を実施す
るも、双方の意見が一致しない状況が続く。主
張内容については以下のとおりである。
【管理者Ｂ】
・違法状態での賃貸を拒否する。
・増築部分（２階）撤去を希望する。
・費用負担は避けたい。
・�連絡を拒否し、今後は弁護士に委託し対応
する。

【占有者Ｃ】
・この建物で事業を継続したい。
・�事業形態から事業の運営に周辺地域の方の
理解が必要であり、移転は避けたい。
・設備費用は負担する。
・建物改修費は所有者が負担する。
・時間的猶予を希望する。

情報漏洩
管理者Ｂと占有者Ｃが対立し、膠着状態に
なるかと思われたとき、奈良県福祉保健部障害
福祉課（以下「障害福祉課」という。）へ通報が入
り、消防署を含まない３者協議（管理者・占有者・
工務店）の協議録が外部に流出したことが発覚
した。また、この協議録は２部作成されており、
占有者Ｃから消防署側に提出された議事録と
は異なるものであった。さらに、匿名通報を知っ
たウェブメディア関係者からの取材対応にも
追われることとなった。

障害福祉課の措置と連携
障害福祉施設の運営に際しては、奈良県の
指定を受けることで補助金の受給が可能となる。
現在は指定の申請に消防用設備等検査済証（ま
たは、防火対象物使用開始届）の写しの添付が
必須だが、事業開始当時は制度が未整備で添付
を求めていなかった。そのため、当該書類の添
付がないまま運営が開始されている。
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次に、障害福祉課の措置としては以下のと
おりである。

施設の現況について、障害福祉課は「当該施
設がなくなれば利用者の回復支援が困難となる。
しかし、利用者の安全が優先される」という見
解であり、消防署としても「違法状態での事業
継続は利用者・従業員の命を危険にさらして
しまう」と懸念していたため、双方が「安全な
環境での福祉事業継続」を目的とする点で一致
した。
こうしたことから、建物の安全確保を前提
とした事業継続支援という共通目標のもと、足
並みを揃え違反処理を進めていくこととした。

違反是正状況

勧告書交付（期限設定）
　　⬇  未改善
命令書交付（期限設定）
　　⬇  １日でも期限を超過
指定取消し 
　補助金受給不可・介護報酬請求不可 
　５年間再指定不可＝実質的な事業停止

是正完了内容
以下のとおり改修し、これをもって本件の
違反是正を完了とした。
①２階部分の一部撤去
改修前：延べ面積 715.85㎡
改修後：延べ面積 700㎡以下　
　　　　�屋内消火栓設備の設置が不要に
②１階重量シャッターの措置
従業員常駐時は常時開放状態を維持
（誓約書作成）
③３階開口部の改修
有窓判定可能な窓に変更
�有窓階となり床面積規制による設備の設置
義務対象外となる。以上のことから、延べ
面積と床面積の両面から屋内消火栓設備を
不要とした。
④消防用設備等の設置
�消火器、自動火災報知設備、消防機関へ通報
する火災報知設備、誘導灯を設置

時 　 期 令和７年６月中

消 　 防 所有者への違反是正を促す。

占 有 者 Ｃ
管理者Ｂが応対しないことに対
し、損害賠償請求で調停を準備
弁護士同士で協議開始

時 　 期 令和７年７月中

占 有 者 Ｃ

建物を買い取る合意案を提出
これにより建物買い取り後、建
物改修費も占有者Ｃが負担
買い取る前に管理者Ｂに対し、
消防用設備等の設置にかかる
工事の許可を得る。

時 　 期 令和７年９月12日

消 　 防 消防検査を実施、その他違反に
ついても是正完了を確認

障害福祉課 勧告解除

所 有 者 Ｃ
（元占有者Ｃ）

消防用設備等検査済証の交付
を受け、事業継続

時 　 期 令和７年５月中旬

消 　 防 違反調査実施（実況見分）

障害福祉課 消防と違反処理の連携開始

時 　 期 令和７年５月28日

消 　 防

警告書交付
内容：�屋内消火栓設備、自動火

災報知設備、消防機関へ
通報する火災報知設備、
誘導灯の設置を指示

期限：令和７年９月１日

障害福祉課 勧告書交付
期限：令和７年９月１日

管 理 者 Ｂ 連絡を拒否

占 有 者 Ｃ 管理者Ｂとの連絡が取れず手
詰まり状態
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障害福祉課との情報交換
障害福祉課が所管する障害福祉施設等につ
いては、関係法令により「消防法に適合してい
ること」が施設指定の条件とされている。この
「消防法適合」とは、消防用設備等の設置状況
のみならず、防火管理体制等を含む消防法の完
全なる遵守を指している。そのため、障害福
祉課では指定手続において、当該施設が消防法
に適合していることを確認するため、添付資料
として「消防用設備等検査済証」と「防火対象
物使用開始届」の写しの提出を求めている。た
だし、これらの書類のみでは消防法違反の有
無を正確に把握できない場合があることから、
今後は障害福祉課から各消防署へ当該施設の

消防法の適合状況について、照会が行われるこ
ととなった。照会のケースについては、以下の
とおりである。
【障害福祉課から消防への照会ケース】
◯既存物件の用途変更時
使用される用途として消防用設備等が基準
どおり設置されているか、設備以外の部分にお
いても違反がないかの確認
◯使用形態の確認（全体／一部）
建物全体または一部を障害福祉施設として
使用する場合の設置義務違反・維持管理違反の
有無を台帳等で確認
◯事業開始相談の確認
障害福祉課に事業開始の相談に来た事業者
が、管轄消防署へ既に相談済かどうかを適宜
確認
【消防から障害福祉課への照会ケース】
◯事前相談時の申請状況確認
消防に必要設備の相談があった際、障害福
祉課へ相談済みか、申請途中であるかを適宜
確認
◯違反判明時の情報共有
現に障害福祉施設として使用中の防火対象
物に違反が判明した場合、障害福祉課が違反内
容を把握しているか確認。未把握の場合は内
容を伝達共有

まとめ
当該事案は、障害福祉課と連携を図った結
果、即時に改修措置が講じられた。これは、障
害福祉課による「指定取消し」の可能性を施設
側が認識したことによるものと考えられ、関
係行政機関との連携が違反是正に極めて有効
であることを再確認したものである。
こうして違反是正ができたことは、各関係
機関をはじめ、この事案に対して真剣に取り組
んでくださった周囲の方々のおかげであると、
深く感謝している。
この事例が、皆様の今後の違反是正業務の
一助となれば幸いである。

奈良県広域消防組合消防本部


